
 

 

 

 
VOL.８ 

 
■■■■ ニュースの目次 ■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

１．実用新案制度の改正 

２．コラム その１．知的財産って、なに？ 
（香川経済レポート１月掲載） 

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■ 

 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

１．実用新案制度の改正 

>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>> 

 平成１６年度法改正により、実用新案制度が大きく変わりましたので、制度の概要と有効な

利用方法をお知らせ致します。なお、新制度は、平成 17 年 4 月 1 日以降の出願に適用されま

す。 

 

［１］存続期間・登録料の変更 

 存続期間が従来の６年から１０年に延長され、登録料も従来と比べて安くなりました。例え

ば、請求項の数が５つであれば、従来の６年間の登録料より少ない料金で９年間権利を維持す

ることができるようになっています。 

 

実用新案登録料 

改正前 改正後 
 

基本部分 請求項毎 基本部分 請求項毎 

１～３年目の各年 7,600 円 700 円 2,100 円 100 円

４～６年目の各年 15,100 円 1,400 円 6,100 円 300 円

７～１０年目の各年 18,100 円 900 円

 



 

［２］実用新案登録に基づく特許出願制度の創設 

（１）概要 

  従来から、実用新案出願を、出願から３年間は特許出願に変更することが可能でしたが、実

用新案が登録になってしまうと、特許出願に変更することができませんでした。実用新案は出

願から約５ヶ月（早ければ３ヶ月）で登録となっていたため、法律上３年間変更期間があって

も、実質的には出願から５ヶ月程度の間しか特許出願に変更できる期間がないというのが実情

でした（下図Ａ参照）。 

  今回の改正において、実用新案登録がされた後でもこの登録実用新案に基づく特許出願がで

きるようになりましたので、３年間まるまる特許への変更を検討できるようになりました（下

図Ｂ参照）。 
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（２）優先権・変更出願との比較 

  注意を要するのは、実用新案登録に基づく特許出願は、実用新案出願に基づく優先権主張出

願とは異なり、特許出願の際に内容を追加できないことです。追加すれば、出願日の遡及効果

が得られなくなり、新規性・進歩性の判断において、通常の特許出願と同じ取り扱いをされま

すから、原則として、基礎とした実用新案によって拒絶されてしまいます。したがって、実用

新案出願の段階で、明細書はしっかりと作成しておく必要があることにご注意下さい。 



 

 

各制度の比較 

 実用新案登録に 
基づく特許出願 国内優先権主張出願 変更出願 

期  間 出願日より３年まで 
（場合により制限有）

出願から１２ヵ月 
（実質的には登録まで）

出願から登録まで 

効  果 実用新案出願の日にし

た出願とみなされる 

先の出願に記載した内容

については、先の出願の

出願日が新規性、進歩性

の判断の基準日となる。

実用新案出願の日にし

た出願とみなされる 

新規事項の

追加 原則不可 追加可能 原則不可 

先の出願の

取り扱い 放棄（手続が必要） みなし取下げ みなし取下げ 

 

 

（３）出願の選択について 

  弊所では、出願選択を、以下のように判断するのが得ではないかと考えます。 

①当初から特許出願とすべき場合 

ⅰ）事業展開の上で重要な発明 

ⅱ）事業展開上の重要度は不明であるが、今後改良発明が発生する可能性が高い発明 

・国内優先権の主張の余地を残すことができる（改良された発明も含めて１つの出願に

できる）。 

 

②当初から実用新案とすべき場合 

ⅰ）短期間権利を維持すれば良いもの 

商品寿命が短い等により、１０年間、権利を維持すれば足りるもの。 

ⅱ）防衛的出願 

・特許出願公開に比べて公報発行までの期間が短いので、他人に権利取得される可能性

をより低くできる。 

・実用新案は３年分の登録料も出願時に同時に納めるため、印紙代が特許出願の場合よ

り若干高い（請求項５つで 5,800円程度高くなる）ものの、２～３万円位で少なくと

も３年間は実用新案権として存在するメリットがある（権利行使の余地も残る）。 

 

③実用新案として出願した後、特許出願すべき場合 

ⅰ）事業展開上の重要度が不明、かつ今後改良予定のない発明 



 

・改良発明の追加がないのであれば、特許出願までの間も実用新案権として存続させて

おく方が得。 

・登録実用新案に基づく特許出願を行わなくても、登録料さえ納めておけば、実用新案

権として１０年間権利を維持できる。 

・但し、実用新案の登録公報が出願から６ヵ月程度で公開されるので、1 年程度秘密を

保持しておきたい場合には、特許出願の方が良い。 

 

 

（４）注意点 

  実用新案権の有効性を確認する手段として、実用新案技術評価書を請求することが行われま

すが、実用新案技術評価書を自分で請求してしまうと、その評価書の請求後は実用新案登録に

基づく特許出願をすることができなくなります。 

  したがって、実用新案技術評価書請求の要否、時期については以前よりも慎重に考える必要

がありますので、ご注意ください。 

  また、他人の名前で請求した場合、その請求があった旨が通知され、通知の日から３０日経

過後は、実用新案登録に基づく特許出願が不可能となります。 

 



 

 


